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1．はじめに

　鉄道のさらなる安全性の向上のために線路内支障物と
の接触事故リスクを低減することは重要である。列車前
方監視システムによる線路内支障物の検知技術は，運転
士が前方の安全を確認する負担を軽減できるとともに，
将来の自動運転（ドライバレス運転）を実現する上で重
要な技術である。近年，自動車分野では事故防止のため
にカメラやセンサを用いた運転支援システムが普及して
おり，鉄道においてもこのようなセンシング技術の活用
が運転支援の方策として有効と考えられる。しかし鉄道
の場合，自動車より高速で走行し，制動距離も長い。そ
こで我々は，自動車分野の運転支援システムより遠方を
監視可能なシステムの構築を目指して，鉄道向けの運転
支援のためのカメラやセンサを用いた支障物検知手法の
開発を行っている1）。
　本稿では最初に，各センサの特性について述べ，特に
検知すべき線路内支障物の特徴に基づいて，支障物ごと
の検知に適したセンサ構成について机上検討で整理した
結果を示す。次に代表的なセンサ構成（カメラ＋
LiDARおよびステレオカメラ）を用いた検知アルゴリ
ズムを開発し，試験や実際の列車で得られたデータに基
づき，距離ごとの支障物に対する検知性能を検証した結
果を示す。

2．支障物検知についての要件整理

　開発する支障物検知手法の要件整理のため，環境条件

および検知対象の目標を設定した。また，検知目標を満
たすためのセンサ構成について，センサの特性，および
検知すべき支障物の特徴に基づいて整理を行った。

2. 1　検知目標の設定
　目標設定にあたり，日本国内における線路内や沿線の
支障物との接触事故の状況について把握するため，過去
の事故データについて調査を行った。具体的には，（公財）
鉄道総合技術研究所の鉄道技術推進センター会員に公開
されている「鉄道安全データベース」2）に登録された事
故情報のうち，過去 20年間（2001年～2021年）にお
いて列車と支障物の接触による事故および大規模列車遅
延に繋がった事例の計 8,343件について傾向を分析し
た。時間帯別の事故の発生件数を図 1に示す。営業列車
が運行されている時間帯については，昼夜関係なく事故
が発生しうることが確認された。また支障物別の発生件
数を集計したものを図 2に示す。最も事故発生件数の多
かった支障物は人物であり，全体の半数以上であった。
次いで自動車や二輪車との衝突が多く発生していること
が分かった。以上より本研究では，昼夜問わず同等の精
度で，線路内に侵入した人物・自動車・落石・倒木など
の立体物を検知することを目標とした。

2. 2　センサの特性についての整理
　主に自動車での運転支援システムを中心に用いられて
いる代表的なセンサについて特性を比較したものを表 1
に示す。単眼カメラは物体に反射した光を撮像素子に取
り込んで測定を行う方式のセンサであり，物体の色や質
感を把握できる。したがって，単眼カメラで取得された
画像から物体があるかどうかの検知だけではなく，種類
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を識別することができる。一方，夜間で照度が低下する
とき，特に周辺に照明などの光源が無い場合は物体の像
が不鮮明になり性能が低下する。ステレオカメラは複数
（基本的には 2台）の単眼カメラで構成されており，三
角測量の原理で物体の 3次元形状を把握することがで
きるが，夜間は単眼カメラと同様，周辺に光源が無い場
合は性能が低下する場合がある。
　LiDARは波長 900～1,500nm前後の近赤外線レー
ザーを用いて物体からの反射波の測定を行うセンサであ
り，昼夜を問わず対象物をレーザー点の集合である点群
データとして把握できる。機種によっては遠方の物体も
検知可能であるが，レーザー点は位置と反射率の情報し
か持たないため，対象の反射率の差異が大きくない限り
は物体の種類を正しく識別することは困難である。また，
ガラスによってレーザーが減衰あるいは反射するため，
車内に設置する場合は性能が低下する（ガラスの厚さ・
材質にもよる）。ミリ波レーダーはミリ波を用いて物体
からの反射波の測定を行うセンサである。用いるミリ波
の帯域幅によっては遠方の物体の有無を高解像度で検知
できるが物体の 3次元形状の把握はできない。 

2. 3　支障物の特徴についての整理
　線路内支障物のうち，検知目標としている人物・自動
車・落石・倒木について検知対象としての特徴を整理し
た。人物，自動車についてはそれぞれ服装や車種の違い
などによる見た目の差はあるものの形状の特徴ははっき
りとしており，全体が見えていれば，人物は頭部・胴体・
手足があることから，自動車は車体・タイヤがあること
から，識別が可能である。一方，落石や倒木などは見た
目からそれらの種類を識別することは難しい。

2. 4　支障物検知のためのセンサ構成
　検知対象となる支障物ごとに，検知に適したセンサ構
成を整理した結果を表 2に示す。なお，表 2において
ステレオカメラの性能については単眼カメラと切り分け
るため，2つのカメラの画像から得られた奥行の情報の
みを用いて検知を行うものと仮定する。人物や自動車の
ように形状の特徴が決まった対象は，表に二重丸で示す
ように，環境照度が高ければ単眼カメラにより物体の種
類を識別することが可能である。一方夜間はカメラの認
識性能が低下する場合があるため，照度に依存せずに検

図1　時間帯別の事故発生件数 図2　支障物別の事故発生件数

表1　代表的なセンサの特性

表2　支障物別の検知に適したセンサ構成
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知対象までの距離を計測できる LiDARとの併用が望ま
しい。センサを車外設置できない場合は，駅や車両基地
構内など，ある程度周辺の照度が確保できる環境下では
ステレオカメラの使用が望ましい。落石・倒木は形状の
特徴が一定ではないため LiDARやステレオカメラによ
り線路内にある何らかの立体物として検知が可能と考え
られる。

3．支障物検知手法

3. 1　提案手法の全体像
　前章で整理したセンサ構成にしたがって，支障物検知
手法を開発した。開発手法の全体像を図 3に示す。画像
から線路領域を予測することで検知エリアを設定し，複
数のセンサから得られた情報を組み合わせて，主に列車
からの見通しが確保出来る区間で支障物を検知すること
を目的とする。本研究ではセンサを車外に設置できる
ケースとしてカメラと LiDAR，センサの設置位置が車
内に制限されるケースとしてステレオカメラを用いた支
障物検知手法を開発し，それぞれの性能評価を実施した。
以降の節で各手法の詳細について述べる。

3. 2　検知エリアの設定
　列車前方から安全な場所にいる対象を過剰に検知する
ことなく，線路周辺の支障物を適切に検知するためには，
検知処理の前段階において列車が走行する線路空間を認
識し，その周辺に検知エリアを設定することが必要であ
る。そこで，カメラの画像から，列車が走行する左右レー
ル間の領域（線路領域）の予測に基づく検知エリア設定
手法を開発した。検知エリアの設定方法を図 4に示す。
最初に，画像中の特定の領域を画素単位で抽出する深層
学習手法であるセマンティックセグメンテーションによ
り線路領域を予測する（Step.1）。予測の誤りによって，
本来必要な線路領域以外の画素も線路領域として出力さ
れることがあるため，画像下端の所定の範囲（図 4中の
赤枠）に含まれる領域のみを最終的な検知エリアとして

出力する後処理を行い，自列車の進行方向に相当する線
路周辺に検知エリアを設定する（Step.2）。出力結果の
例を図 5に示す。線形が異なるシーンでも同様の精度で
線路領域が抽出できることを確認した。また，軌間と建
築限界の幅の比率に基づいて検知エリアを建築限界の範
囲内に拡張することも可能であることを確認した。

3. 3　カメラと LiDARによる支障物検知手法
3. 3. 1　検知手法の詳細
　カメラと LiDARによる支障物検知のイメージを図 6
に示す。提案手法では，遠方まで照度を問わず検知性能
を確保することを目的として，カメラの画像と複数台の
LiDARから得られた点群データを用いる。最初に画像
と点群データのそれぞれの情報から，物体がある可能性
が高い領域を推定する。画像については，画像を均等に
区切る格子ごとに，物体検出用の深層学習モデルを用い
て物体の位置，大きさ，存在確率，種別および種別の判
定確率を予測する。一方，点群データについては地面の
データを取り除く前処理を行った上で，レーザーの密度
が閾値を超えて高くなる領域を物体候補点群として抽出
する。次にカメラから見た LiDARの設置位置の情報を
利用して，物体候補点群を画像に投影し，画像からの格
子ごとの検知結果と重ね合わせて比較する統合処理を行
う。物体候補点群の中心がある格子についてはほぼ確実
に物体があると言えるため，その格子における物体の存
在確率は，画像から予測した値に関わらず 100%とし，
また物体の大きさについても物体候補点群の大きさを採
用する。物体の種別判定については，深層学習で予測さ
れた判定確率がある閾値より高いならば深層学習の予測
結果をそのまま採用し，そうでなければ，点群によって

図3　支障物検知手法の全体像
図4　検知エリア設定手法のイメージ

図5　検知エリア設定の例
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確実に検知はされているものの，画像でそれが何に相当
するか分からなかったものとして「種別不明」と判定す
る。カメラ単体で検知を行う場合は低照度下で物体の存
在確率が低下し，物体を見逃すケースが発生するが，物
体候補点群を重畳することにより，ある程度の照度まで
物体を種別も含めて認識できるようになり，極度の低照

度下でも，少なくとも物体の有無については把握するこ
とができる。
3. 3. 2　検知手法の性能評価試験
　カメラと LiDARによる検知手法の性能評価試験を，
長距離の直線区間（全長 1,500m）が確保できる日本自
動車研究所　城里テストセンター内の試験道路（NV・
多用途試験路）にて実施した。試験時は実際の鉄道車両
にセンサを取り付けた状態を模擬するため，地上から高
さ約 1.5mのトラックの荷台上にカメラ 1台と LiDAR9
台，LED前照灯 2台を設置した。カメラと LiDARの諸
元は表 3に示す通りである。試験方法のイメージ図 7
に示す。静止する被写体に対して 50mおきに 600m離
れた地点まで計 12回，10秒間（画像 100フレーム分）
の定点撮影を繰り返した。被写体 1つに対する 12回の
一連の撮影を，以降は 1試番と定義する。被写体は図 8
に示すように，服装が異なる人物とした。
3. 3. 3　距離ごとの検知性能
　距離ごとの検知性能として，試番ごとにそれぞれの撮
影箇所で得られた 100フレームの画像と対応する点群
データを対象として，検知率，認識率を算出した。ここで，
検知率は画像中で物体が存在する位置の正解値付近に正
しく物体があることを予測できたフレームの割合であ
る。また，認識率は画像中で物体が存在する位置の正解
値付近に正しく物体があることが予測でき，かつその物
体の種別が正しい種別と一致したフレームの割合である。
　ある人物の試番に対する昼間・夜間の検知・認識結果
の例を図 9に示す。夜間は画像のみの場合，約 300m先
で検知を示す緑色の枠が消失しているが，画像と点群を
併用した場合は昼間と同じ位置に枠が表示されており，
検知できていることが分かる。また点群データの粗密と
検知性能の関係を把握するため，夜間の人物に対する検
知結果について，2～9台分の LiDARから得られた点群
データで検知処理を行った際の検知率をプロットしたも
の（10試番平均）を図 10に示す。図 10より，LiDAR
の台数を増やすにつれて，距離ごとの人物検知率が向上
する傾向が確認された。さらに，距離ごとの LiDARの
台数と検知率の関係を直線近似することで，対象に対し
て LiDAR12台分，14台分のレーザーが当たった場合
の検知率を推定した（図 10中に茶色，赤色の点線で併
記）。図より，LiDAR14台分（0.1秒・1m2あたり約 25
点）のレーザーが被写体に照射されたとき，500m先で
の検知率は 95%以上と推定され，ほぼ確実に検知でき
る可能性があることが分かった。ただし今回の検証試験
はセンサ・被写体ともに静止した状態で取得したデータ
を用いているため，列車が走行中の検知性能については
引き続き検証を行う必要がある。

図6　カメラと LiDARによる支障物検知手法

表3　試験に用いたカメラと LiDARの諸元

図7　試験方法のイメージ

図8　被写体の例
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3. 4　ステレオカメラによる支障物検知手法
3. 4. 1　検知手法の詳細
　センサを車内に設置するという制約条件があることを
踏まえ，ステレオカメラを用いた検知手法を開発し，性
能検証を実施した。開発手法では，左右のカメラの画像
から，各画素にカメラからの奥行をマッピングした深度
画像を得る。カメラの位置を原点とする 3次元の座標系
において地面はある平面として数式で表現でき，カメラ
の設置高さと俯角を与えることにより，深度画像中での
おおよその地面の位置，物体の地面からの高さを推定で
きる。これにより，図 11のように，深度画像から地面
に対して一定以上の高さを持つ領域のみを抽出すること
で，画像中の立体物を抽出する。これらのうち，4.1節
の手法で設定した検知エリア内に存在する立体物を，線
路内支障物として抽出する。
3. 4. 2　検知性能の評価試験
　開発手法による検知性能の評価試験を，車両基地構内
で実施した。撮影時は車両の最後尾にカメラを設置した。
カメラの諸元は表 4に示す通りである。また，線路内支
障物に対して，列車を遠ざかる方向に走行させて撮影を
行った。被写体としては図 12に示すように，作業員お
よび作業員が線路内に置き忘れる可能性があるものとし
て工具箱を選定した。

図9　夜間の人物検知結果の例

図10　夜間の人物の距離ごとの検知率

図11　深度画像からの立体物抽出結果の例

表4　試験に用いたステレオカメラの諸元

図12　被写体の例（左：人物，右：工具箱）
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3. 4. 3　距離ごとの検知性能
　画像から距離ごとの検知性能を評価するため，フレー
ムごとの検知の有無をカウントし，距離 10mごとに検
知率を集計した。フレームごとの被写体との距離は，前
方映像の軌道面における画素単位の移動量と試験時の列
車走行経路の全長の対応づけによって推定した。
　作業員，工具箱に対する検知結果の例を図 13に示す。
開発手法によって，ある程度地面からの高さを持つ物体
については深度画像中で立体物として検知できることが
確認された。また昼間，線路内に立つ人物について，被
写体からの距離ごとの検知率（昼間 20試番，夜間 22
試番の平均）を図 14に示す。昼間については，被写体
との離隔が 90m以内であれば，検知率が 90%以上とな
ることが分かった。車両基地構内を走行する車両の速度
を 40km/h，列車の減速度を 4km/h/s，運転士が支障物
に気付いてブレーキをかけるまでの時間（反応時間）が
1秒と仮定して，支障物発見時から列車停止時までの距
離を試算すると約 90mとなることから，構内のように
約 40km/h以下で走行する区間であり，十分な照度が確

保される環境であれば，提案手法による検知が可能と考
えられる。

4．まとめ

　本研究では，運転士の支援のためにカメラやセンサを
用いて列車から線路内の支障物を検知するためのセンサ
構成を検討し，検知手法の開発ならびに性能検証を実施
した。
　過去の線路内支障物に起因する列車と支障物の接触事
故のデータに基づき，支障物検知における目標を「昼夜
ともに，線路内における立体物を検知すること」として
設定した。次に支障物検知に用いられる代表的なカメラ
やセンサの特性を整理し，対象支障物の検知に適したセ
ンサ構成を検討した。
　検討したセンサ構成（カメラと LiDARおよびステレ
オカメラ）による検知手法を開発し，性能評価を行った。
カメラと LiDARを用いた支障物検知手法によって，最
大 LiDARを 9台利用し，点群密度を 0.1秒・1m2あた
り 16点以上とすることで，昼夜問わず 400m先の人物
を 90%以上の検知率で検知できることを確認した。ま
た処理に用いる LiDARの台数と検知性能の関係から，
14台の LiDAR（0.1秒・1m2あたり 25点の点群密度）
を用いることで 500m先の支障物を 95%以上の検知率
で検知できる見通しを得た。またセンサの設置箇所が車
内に限定される条件を想定してステレオカメラによる検
知手法を開発し，車両基地構内で実車に搭載し性能評価
を行った結果，昼間立位の人物を 90m先までは 90%以
上の検知率で検知できることを確認した。
　今後は，センサ技術の発展に伴って，より高性能なカ
メラや LiDARを開発手法に対して適用することで検知
距離のさらなる向上に取り組む。また，事故に直結した
事例が残っていないため本稿では対象としなかったが，
沿線の火災や架線飛来物など，列車の運行に影響を与え
ると考えられるその他の異常事象についても検知を可能
にするセンサ構成の検討や，検知手法の開発を行う。
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1．はじめに

　SD390の降伏強度を超える高強度の鉄筋は，配筋の
過密化への対策や断面の縮小等に対して有効である。し
かしながら，平成 16年版の鉄道構造物等設計標準・同
解説（コンクリート構造物）1）（以下，コンクリート標準）
における変形性能算定式（復元力モデル）は，SD390
までの軸方向鉄筋，または SD785Rまでの帯鉄筋を用
いた鉄筋コンクリート柱（以下，RC柱とする）の実験
に基づいており，これを超える鉄筋を用いる場合には別
途検討することが必要となる。
　2022年制定の土木学会コンクリート標準示方書（設
計編）2）では，JIS G 3112:2020の改正を踏まえ，軸方向
鉄筋の引張降伏強度の特性値は 685N/mm2まで，帯鉄
筋は 785N/mm2までを対象としている。変形性能につ
いては，既往の実験3）4）に対する変形性能算定式の適用
性等を踏まえて，その適用範囲が判断された5）6）。しかし，
文献 3では，軸方向鉄筋は SD685，帯鉄筋は SD785で
あるが，軸方向力を作用させていない，断面寸法が小さ
い供試体での実験であった。また，文献 4，7では，軸
方向鉄筋は SD490で，コンクリートの圧縮強度 f ʼcを
30，40N/mm2程度とした実験結果からの比較から，f ʼc
の影響は小さいことを示しているが，道路橋高橋脚を対
象としているためにせん断スパン aと有効高さ dの比
a/dが 6.4と大きく，曲げ挙動が卓越した結果であった。
しかし，高強度の軸方向鉄筋を用いた RC柱に対し，せ
ん断力の影響が大きい場合には，損傷性状や変形性能は
f ʼcに依存することが想定される。また，その他の既往

の実験の多くは，軸方向鉄筋が高強度の場合，f ʼcも大
きくする傾向にある8）。
　本研究では，軸方向鉄筋に SD490を，あるいは帯鉄
筋に SD1275相当の鉄筋を用いた柱の正負交番載荷実験
を行い，損傷性状や変形性能を検証した。そして，高強
度材料を用いた既往の実験結果を収集し，変形性能算定
式9）の適用性を検証した10）。なお，本研究での SD1275
相当とは，令和 5年に改訂されたコンクリート標準11）

の付属資料 2-1に適合する鉄筋を意味するが，JIS G 
3112:2020に定められていないため，相当と記載する。

2．高強度鉄筋を用いたRC柱の実験

2. 1　実験概要
　表 1に供試体諸元を，表 2に鉄筋の材料試験結果を，
図 1に供試体の形状および配筋状況を示す。表 1，2に
は，既往の SD345を用いた供試体 T97-19），帯鉄筋に
SD1275相当の鉄筋を用いた 98-312）も併記した。No.1
は，T97-1の軸方向鉄筋および帯鉄筋を SD490および
SD390に変更した供試体である。No.2は，No.1に対し
て柱のコンクリートの圧縮強度 f ʼcを 47.4N/mm2に大き
くし，No.3は No.2に対して引張鉄筋比 ptを大きくし
た供試体である。No.4は，T97-1に対して帯鉄筋を
SD1275相当とし，帯鉄筋比 pwと帯鉄筋の降伏強度 fwy

の積が概ね同等となる pwとした。No.5は，既往の設計
事例を参考に，No.4に対して軸方向鉄筋の降伏強度
fsy，引張鉄筋比 ptおよび帯鉄筋比 pwを増加させた。なお，
No.4，5の帯鉄筋には，図 1（c）に示すとおり，1段ご
とに一筆書きとしたものを用い，定着は余長が 10φで
ある鋭角フックとした。

高強度鉄筋を用いた鉄筋コンクリート柱の変形性能算定式
中田　裕喜＊　　佐藤　祐子＊　　田所　敏弥＊　　渡辺　　健＊

Calculation Equation for Deformation Performance of RC Members with High-Strength Rebar

Yuki NAKATA　　Yuko SATO　　Toshiya TADOKORO　　Ken WATANABE

　A positive and negative alternating loading experiment for full-scale reinforced concrete (RC) column 
specimen with SD490 as longitudinal bar or SD1275 equivalent as ties was conducted to verify the damage 
properties and deformation capacity.  All specimens showed flexural failure with buckling of the longitudinal 
bars. When SD490 was used for the longitudinal bars, the increased compressive strength of the concrete tended 
to suppress the damage to the core concrete and improve the deformation capacity. When SD1275 equivalent 
was used for the ties, the ties did not yield and did not exhibit the deformation performance equivalent to the 
yield strength. The results of these experiments clarify the conditions under which calculation equation for 
deformation capacity can be applied.
キーワード：高強度鉄筋，変形性能，RC柱，正負交番載荷実験，変形性能算定式

 
＊　構造物技術研究部　コンクリート構造研究室

鉃道総研報告　Vol.38,  No.2,  2024 9

論 文



　軸方向力は 2350kN（圧縮応力 3.68N/mm2）の一定と
し，a＝3000mmの位置において水平方向に正負交番載
荷を行った。水平載荷では，引張鉄筋が降伏ひずみに達
した時の水平変位 δyを基準とし，±δy，±2δy，…±nδy（n
は整数）で各サイクル 3回繰返し載荷を行った。なお，
a/dは 4程度である。

2. 2　実験結果
2. 2. 1　損傷状況
　図 2～6に，損傷状況を示す。いずれの供試体も，1δy

までに曲げひび割れが発生し，基部付近の曲げひび割れ
がせん断ひび割れに進展するとともに，引張側の軸方向
鉄筋が降伏した。2δyまでに，柱隅角部で縦ひび割れお
よび柱基部のコンクリートの圧縮破壊が生じ，載荷面の
かぶりコンクリートがはく落した。そのはく落範囲は
No.1で 1.0D（D：柱断面高さ）程度，No.2で 1.5D程度，

No.3で 1.1～1.6D程度，No.4で 1.0D程度，No.5で 1.4D

程度であった。ただし，T97-1では軸方向鉄筋の座屈範
囲とかぶりコンクリートのはく落範囲が一致している
が，No.1～5では軸方向鉄筋の座屈範囲よりも広範囲で
はく落が生じており，軸方向鉄筋の座屈範囲は，No.1～
5で 0.7～0.8D程度であった。その後，No.1，4，5は
4δyで，No.2，3は 5δyで軸方向鉄筋の顕著な座屈が目
視で確認され，No.1，2は 5δy，No.3は 6δyで中間帯鉄
筋により拘束された位置の軸方向鉄筋が破断し，載荷を
終了した。いずれの供試体も降伏荷重を維持できる最大
変位である損傷レベル 3の限界またはそれ以降で破断
しており，SD345または SD390の鉄筋を用いた既往の
実験9）と同様な結果となった。No.1と f ʼcを大きくした
No.2または No.3を比較すると，同一水平変位における
コアコンクリートの損傷（粉砕化）は，f ʼcを大きくす
ることで抑制される傾向にあった。

表1　供試体緒元

表2　鉄筋の材料試験結果

図1　供試体の形状および配筋状況
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　No.4，5は，軸方向鉄筋の破断は確認されず，No.4は
6δyで，No.5は 5δyで帯鉄筋のフックがコアコンクリー
トから抜出し，荷重が低下したため，載荷を終了した。
　いずれの供試体も載荷面および隅角部では，軸方向鉄
筋に沿ったひび割れが観察された。基部で形成された塑
性ヒンジにおいてかぶりがはく落し，軸方向鉄筋の座屈，
破断に伴い荷重が低下する曲げ破壊となり，T97-1，
98-3と損傷状況に大きな差異はなかった。

2. 2. 2　水平荷重と水平変位の関係
　図 7に，水平荷重と水平変位の関係を示す。水平荷重
は，軸力による付加曲げモーメントの影響を補正してい
る。いずれの供試体も，軸方向鉄筋の降伏後も安定した
履歴となり，履歴曲線は紡錘形となった。No.1は 3δy

で最大水平荷重に達し，4δyで軸方向鉄筋の座屈に伴い
荷重が低下した。No.2，3はそれぞれ 4δyと 2δyで最大
水平荷重に達し，No.2，3ともに 5δyで軸方向鉄筋の座

図2　損傷状況（No.1） 図 3　損傷状況（No.2）

図 4　損傷状況（No.3）
図 5　損傷状況

（No.4，＋6δy－3）
図 6　損傷状況

（No.5，－6δy－1載荷側面）

図7　水平荷重と水平変位の関係
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屈に伴い荷重が低下した。No.4，5は，2δyで最大水平
荷重に達し，4δyで軸方向鉄筋の座屈に伴い荷重が低下
した。
　軸方向鉄筋の座屈に伴って繰返し載荷により荷重低下
が顕著とならない最大変位9）である損傷レベル 2の限界
は，No.1および No.3～No.5は 3δy，No.2は 4δyであり，
T97-1では 6δy，98-3では 5δyである。なお，軸方向鉄
筋が SD490である No.1～3は，SD345である T97-1と
比較して，軸方向鉄筋の降伏強度が大きいために δyは
大きくなった。
2. 2. 3　引張鉄筋ひずみ
　図 8に，1δyおよび損傷レベル 2限界点における，各
サイクル 1回目の正載荷時のピーク時での引張鉄筋ひ
ずみ（鉄筋の両面で計測したひずみの平均値）分布を示
す。いずれの供試体も，引張鉄筋のひずみは柱基部の位
置が先行して降伏ひずみに達していた。また，軸方向鉄
筋の基部から高さ方向の降伏範囲は，T97-1と比較する
と大きくなったが，SD345または SD390の鉄筋を用い
た既往の実験9）における降伏範囲である 0.8~1.6d（d：

有効高さ）と顕著な違いはみられなかった。したがって，
変形性能算定式で想定する等価塑性ヒンジ長 9）は，既
往の実験と同様としてよいと考えられる。
2. 2. 4　帯鉄筋ひずみ
　図 9に，損傷レベル 2限界点における，各サイクル 1
回目の正載荷時のピーク時での帯鉄筋ひずみ分布を示
す。計測位置は載荷側面である。No.1，2では，図 9に
示した以外の測定位置も含め，帯鉄筋は降伏ひずみに達
していない。No.3は，軸方向鉄筋座屈が顕著となった
4δyで，載荷面の帯鉄筋が降伏ひずみに達したが，それ
以外では降伏ひずみに達していない。
　No.4，5は，載荷側面では，いずれの帯鉄筋も 2000μ
程度で降伏ひずみに達していない。載荷面では，No.4
の 4δy時に 1か所，降伏ひずみを上回ったが，その他は
いずれも 2000μ程度であった。これは，帯鉄筋が降伏
する前に，フックが解除したことが一因として考えられ
る。なお，98-3については鉄筋ひずみの記録は残って
いない。

図8　引張鉄筋ひずみ分布

図9　帯鉄筋ひずみ分布
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2. 2. 5　等価粘性減衰定数
　軸方向鉄筋に SD490を用いた No.1～3について，等
価粘性減衰定数 heqを算定した。heqは，No.1，3は 4δy，
No.2は 5δyで最大値を示し，No.1が 24%，No.2，3が
22%であった。
　既往の研究3）では，軸方向鉄筋に SD295Aを用いた
場合の heqの最大値は 23～25%であるが，SD685を用
いた場合は 15%程度に低下することが報告されている。
これは，フーチングのコンクリートの圧縮強度が 23.0～
33.9N/mm2であり，フーチングからの鉄筋の伸出しに
よる影響が大きくなり，水平荷重と水平変位の関係がス
リップ型になったためと考えられる。一方，No.1～3の
フーチングは f ʼc＝30N/mm2程度であるが，図 7に示す
ように，既往の研究3）ほどのスリップ型の水平荷重と水
平変位とならず，heqは SD295Aを用いた実験と概ね同
等である。すなわち，f ʼc＝30N/mm2程度で軸方向鉄筋
に SD490を用いても，履歴法則は SD390までの鉄筋で
検証された従来のモデル化方法11）を適用してよいと考
えられる。

3．実験結果と計算値との比較

3. 1　損傷レベル1限界点（Y点）
　実験結果に基づき，変形性能算定式の適用性を検証す
る。ここでは，コンクリート標準における変形性能算定
式の根拠となっている文献 9での方法に従うこととし，
図 7では，各損傷レベル限界点での水平荷重と水平変位
を結んだ線を骨格曲線として示した。材料強度等は材料
試験結果を用い，変形性能算定式における等価塑性ヒン
ジ長はMattockらによる式で求め，帯鉄筋強度を考慮す
る係数は鉄筋の材料試験結果から求めた9）。各限界点に
おける荷重の算定では，平面保持を仮定し，コンクリー
トおよび鉄筋の応力－ひずみ関係はコンクリート標準の
モデルを用いて行った。
　損傷レベル 1限界点（Y点）は軸方向鉄筋が降伏する
ときであり，実験では 1δy時に相当する。No.1～5の Y
点における曲げモーメントである曲げ降伏耐力 Myの実
験値と計算値の比は 1.10～1.21，部材角 θyの実験値と
計算値の比は 1.15～1.34であり，変形性能算定式で算
定できた。

3. 2　損傷レベル2限界点（M点）
　損傷レベル 2限界点（M点）は軸方向鉄筋の座屈に
伴って繰返し載荷により荷重低下が顕著とならない最大
変位9）であり，実験では 2.2.2項で示したとおりである。
また，M点における曲げモーメントは曲げ耐力 Mmに達
したときとする1）9）11）。
　No.1～5の Mmの実験値と計算値の比は 1.03～1.12で

あり，コンクリート標準による方法で算定できた。
　損傷レベル 2限界点における回転角 θmの計算値は，
式 (1)～(5)により算定できる9）。

θm＝θm0＋θm1＝δm0/La＋θm1 (1)

δm0＝δmb＋δmp (2)

δmp＝θpm･（La－Lp/2） (3)

θpm＝（0.021kw0･pw＋0.013）/（0.79pt＋0.153） (4)
0.021kw0･pw＋0.013≦0.04，0.79pt＋0.153≧0.78

θm1＝{（2.7kw1･pw＋0.22）（1－N ̓ /N ̓ b）＋1}θy1 (5)
2.7kw1･pw＋0.22≦3.7，N ̓ /N ̓ b≦1.0，Lp＝0.5d＋0.05La

ここで，θm0：く体の曲げ変形による部材角（rad），θm1：
部材接合部からの軸方向鋼材の伸出しによる部材端部の
回転角（rad），δm0：く体の曲げ変形（mm），δmb：く体
の曲げ変形のうち，塑性ヒンジ部以外の曲げ変形による
変位（mm），δmp：く体の曲げ変形のうち，塑性ヒンジ部
の曲げ変形による変位（mm），θpm：塑性ヒンジ部の回
転角（rad），La：せん断スパン（mm），Lp：等価塑性ヒ
ンジ長（＝0.5d＋0.05La），kw0，kw1：帯鉄筋強度を考慮す
る係数，N ̓ /N ̓ b：釣合い軸力比，θy1：Y点における部材
接合部からの軸方向鋼材の伸出しによる部材端部の回転
角，である。
　なお，帯鉄筋の降伏強度の影響は kw0，kw1で考慮され
るが，SD1275相当の場合の kw0，kw1については不明で
ある。また，SD785Rまでの kw0，kw1は，帯鉄筋の降伏
強度と 345N/mm2の比を基本として設定されているた
め，SD1275相当の kw0，kw1は 1275/345＝3.7として検
討する。
　θmの実験値と計算値の比は，No.1～3でそれぞれ 0.78，
0.97，0.88であり，f ʼcの増加により変形性能が向上し，
実験値と計算値の比が 1.0程度になることがわかった。
　No.4，5および 98-3の θmの実験値と計算値の比は，
それぞれ 0.64，0.69，0.78であった。2.2.4項で示した
とおり，帯鉄筋は降伏していないと考えられることから，
kw0，kw1における fwyに上限を定める必要があると考え
られる。

3. 3　損傷レベル3限界点（N点）
　損傷レベル 3限界点（N点）は降伏荷重を維持できる
最大変位であり，このときの回転角 θmの計算値は，θpm

にM点と N点の間の塑性ヒンジ回転角の増分Δθpを累
加することで表現されている9）。
　θnの実験値と計算値の比は，No.1～5および 98-3で
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それぞれ 0.86，0.96，0.96，0.64，0.77，0.94であり，
θmの場合と類似した傾向を示した。ただし，θmの場合
と比較して，No.4，5の実験値と計算値の比は 98-3よ
りも相対的に小さい。これは，No.4，5では軸方向鉄筋
の座屈後に，帯鉄筋のフックがコアコンクリートから抜
出したためと考えられる。したがって，帯鉄筋に高強度
鉄筋を用いる場合，98-3のように連続したらせん鉄筋
形式（スパイラル）とするのが基本であると考えられ
る3）。

4．�既往の実験結果に基づく変形性能算定式の
適用性の検証

4. 1　検討概要
　既往の高強度鉄筋を用いた実験結果を収集し，変形性
能算定式の適用性を検証する。ここでは，鉄筋の種類や
f ʼcについて，幅広く収集した8）。
　検証対象は，最近約 30年間で報告された 17文献の
76体であり，片持ち支持の矩形中実断面 RC柱とした。
ただし，せん断破壊した場合や繰返し回数等の載荷方法
が文献 9と大きく異なる場合は，検証対象から除外し
た。なお，比較のために算定法の根拠である SD345，
SD390の鉄筋を用いた実験結果 14体9）も含めた。最終
的な検証対象は損傷レベル 1限界点（Y点）で 49体，
損傷レベル 2限界点（M点）で 52体，損傷レベル 3限
界点（N点）で 52体となった。

4. 2　曲げ耐力
　MyおよびMmについて，実験値と計算値の比の平均
値はそれぞれ 1.06，1.10，変動係数はそれぞれ 0.10，0.38
であった。また，f ʼcや fsy，fwyによる傾向はなく，計算
値は実験結果を精度よく評価する結果となった8）。

4. 3　軸方向鉄筋強度 fsy と変形性能の関係
　図 10に，f ʼcと θmの実験値と計算値の比の関係を示
す。fwyが大きいほど計算値が実験値を過大に評価する
影響を排除するために，帯鉄筋が SD295～SD390の場
合のみを示した。軸方向鉄筋と帯鉄筋のいずれも
SD295～SD390の場合には，f ʼcに関わらず，実験値と
計算値の比の平均は 1.13，変動係数は 0.16である。3
章で示したとおり，軸方向鉄筋が SD490の場合には，
f ʼcを大きくすることで，変形性能が向上した。図 10に
おいても，f ʼcを大きくなると，実験値と計算値の比は
増加する傾向にあり，f ʼcが 40～50N/mm2程度の場合，
実験値と計算値の比の平均は概ね 1.0となることがわ
かった。なお，θnも同様の傾向であった。

4. 4　帯鉄筋強度 fwy と変形性能の関係
　図 11に，fwyと θmの実験値と計算値の比の関係を示
す。kw0，kw1に上限を設けない場合，No.4，5，98-3と
同様に，fwyが大きいほど，計算値は実験値を過大に評
価する結果となった。一方，SR785Rの kw0，kw1である 2.3
を上限として算定すると，計算値は概ね実験値を再現で
きることがわかった。θnも同様の傾向であった。図 7に，
kw0，kw1＝2.3とした計算値も併記したが，98-3に対し
ても，実験結果を概ね再現できることが確認できる。
　以上より，帯鉄筋比や帯鉄筋間隔，軸方向鉄筋径，軸
方向鉄筋の強度等との関係にも依存すると考えられる
が，特別な検討を行わない場合には，SD1275相当の帯
鉄筋を用いた RC柱の変形性能は，kw0，kw1＝2.3を上限
として算定するのがよいと考えられる。なお，実験の多
くが，図 1に示すような中間帯鉄筋を有するものであ
る。また，中間帯鉄筋が変形性能に貢献することか
ら13），中間帯鉄筋を配置することが前提となる。

図10　コンクリート圧縮強度とθmの関係 図11　帯鉄筋の降伏強度とθmの関係
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5．まとめ

（1） いずれの実験結果も，かぶりのはく落，軸方向鉄筋
の座屈，破断が伴う，曲げ破壊形態となった。

（2） 軸方向鉄筋に SD490を用いた場合，コンクリート
の圧縮強度 f ʼcを大きくすることで，同一水平変位
におけるコアコンクリートの損傷が抑制される傾
向にあり，変形性能は向上した。既往の実験を含め
た結果から，f ʼcを 40N/mm2程度以上とすることで，
コンクリート標準の変形性能算定式を適用できる
ことがわかった。

（3） 帯鉄筋に SD1275相当を用いた場合，帯鉄筋は降伏
せず，降伏強度で想定するほどの変形性能が得られ
なかった。帯鉄筋比や帯鉄筋間隔，軸方向鉄筋径，
軸方向鉄筋の強度等との関係にも依存すると考え
られるが，特別な検討を行わない場合には，帯鉄筋
強度を考慮する係数 kw0，kw1＝2.3を上限として変
形性能を算定するのがよいと考えられる。

　なお，軸方向鉄筋に SD685A，SD685Bを用いた場合
は実験結果が少ないため，fsyと f ʼcに応じた変形性能の
算定法と合わせて，今後も検討が必要と考える。
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1．はじめに

　列車走行時の騒音や振動を低減することを目的とし
て，弾性まくらぎ直結軌道1）や防振スラブ軌道2），フロー
ティング・ラダー軌道3）等の防振軌道が広く実用化され
ている。また，コイルばね防振軌道4）5）といった比較的
質量の大きな部材を防振材で離散的に支持する防振軌道
もあり，高い振動低減効果を有している。これらのうち，
低土被りのトンネルや建物基礎に近接するトンネル等に
おいて，列車の走行時に発生する地盤振動を積極的に低
減することを目的とする場合，コイルばね防振軌道が採
用される事例が多い。
　コイルばね防振軌道は，PCまくらぎが埋め込まれた
コンクリートスラブ（以下，スラブ）等をコイルばね防
振装置により離散的に支持する軌道構造であり，ばね定
数が 5～7MN/m程度のコイルばね防振装置を用いるこ
とで，軌道の固有振動数を 10Hz以下とすることが可能
である。一般に振動体の固有振動数を小さくすると，外
部への振動（地盤振動など）に対して広い周波数帯で振
動低減効果が期待されることから，その他の防振軌道と
比べて振動低減効果に優れている。一方で，コイルばね
防振装置は一般に比較的高価であるため，住宅や学校，
ホテル，駅部の店舗等に隣接し静穏な環境が求められる
新設区間（主にトンネル区間）で限定的に敷設されてい
るのが実態である。また，後述するように，一部の急曲
線区間に敷設されたコイルばね防振軌道においては，

PCまくらぎ直結軌道と同様に，内軌だけではなく，外
軌のゲージコーナー部にも波状摩耗が発生している事例
が報告されている6）。そのため，騒音や振動の発生に加
えて，乗り心地の低下に伴い，レール削正等の保守作業
が新たに必要となる場合がある。
　そこで筆者らは，コイルばね防振軌道の適用における
これらの経済性（建設費）と保守性（レール波状摩耗）
に関する課題を解決するため，在来線を対象として， フ
ローティング弾性まくらぎ直結軌道（以下，フローティ
ング弾直軌道）を提案した7）。本稿では，数値解析によっ
てフローティング弾直軌道の適用による地盤振動および
波状摩耗の低減効果を試算するとともに，同軌道の試設
計および試験施工を行った内容について報告する。

2．提案した防振軌道の概要

　図 1に提案したフローティング弾直軌道の概要を示
す。本軌道は，コイルばね防振軌道においてスラブに固
定されている PCまくらぎを弾性まくらぎ化するととも
に，発泡 EPDM製または発泡ウレタン製の防振材でス
ラブを離散支持する構造である。まず，まくらぎに関し
ては，後述するように，コイルばね防振軌道と同じ急曲
線区間において隣接して敷設された弾性まくらぎ直結軌
道では外軌のゲージコーナー部に波状摩耗が発生しにく
いことが確認されていることから6），本軌道では弾性ま
くらぎを採用した。また，発泡 EPDMおよび発泡ウレ
タンは，軌道パッドやまくらぎパッドで適用実績のある
材料であり，別途実施した防振材の性能確認試験により，
耐久性の観点から，本軌道に適用可能であることを確認
している8）。軌道の固有振動数については，コイルばね

フローティング弾性まくらぎ直結軌道による
地盤振動および波状摩耗の低減効果

渕上　翔太＊　　渡辺　　勉＊＊　　田中　博文＊＊＊　　高橋　貴蔵＊

Reduction Effect of Ground Vibration and Rail Corrugation by Floating Track with Under Sleeper Pads

Shota FUCHIGAMI　　Tsutomu WATANABE　　Hirofumi TANAKA　　Takatada TAKAHASHI

　Various types of vibration-reducing tracks have been developed to reduce noise and vibration during train 
running. Of these vibration-reducing tracks, although floating track with coil-spring units installed on 
conventional lines has shown excellent effects of reducing ground vibration, rail corrugation on the high rail has 
been observed in some sharp curve sections. Therefore, we have proposed a floating track with under sleeper 
pads in order to reduce the occurrence of rail corrugation on the high rail in floating track with coil-spring units. 
In this paper, we introduced the proposed floating track with under sleeper pads and evaluated its effectiveness in 
reducing ground vibration and rail corrugation by analytical methods.
キーワード：フローティング弾性まくらぎ直結軌道，地盤振動，波状摩耗，数値解析，構造設計，試験施工
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防振軌道と同等の防振性能を有するように，10Hz以下
として設計した。スラブの下に配置する防振材は，いず
れも材料費がコイルばね防振装置の 1/10程度となるた
め，軌道全体の建設費を 30～40%程度削減することが
可能となる。また，スラブ下面の防振材を設置する部分
には，凹形状の UFC（超高強度繊維補強コンクリート）
製埋設型枠9）を設けて，防振材を設置・固定した7）。

3．数値解析による振動低減効果の評価

3. 1　解析対象
　既往の研究10）では，新幹線における低土被りのトンネ
ル区間を対象として，車両，軌道，構造物，地盤を任意
にモデル化することが可能な 3次元数値解析モデルによ
り列車走行時の振動予測シミュレーションが行われてい
る。フローティング弾直軌道は在来線を対象としている
が，本研究では，はじめに新幹線用の車両・軌道と同ト
ンネルを対象としたフルモデルの数値解析モデルを構築
し，実測との比較からその妥当性を検証した。次に，在
来線車両を対象として，軌道モデルを在来線用に置き換
え，軌道構造の違いが地盤振動に及ぼす影響を評価した。

3. 2　解析手法
3. 2. 1　概要
　図 2に 3次元数値解析モデルの概要を示す。本研究
では，車両／軌道／構造物系と構造物／地盤系で全体系
を分割し，前者のモデル（車両と構造物の動的相互作用
解析プログラム DIASTARSIII）で車両と軌道の動的相
互作用を加味した構造物への加振力を求め，これを後者
のモデル（地盤と構造物の動的相互作用解析プログラム
SuperFLUSH／3DS）に入力して地盤振動を解析する手
法を用いた。
3. 2. 2　車両／軌道／構造物系モデル
　車両は車体，台車，輪軸を剛体と仮定し，それらをば
ねとダンパでリンクさせた 3次元モデルとした。実測と

の整合性の確認においては車両長 25m，輪重 60kN程度
の一般的な新幹線車両 6両編成とし，走行速度は
230km/hとした。また，軌道構造の違いが地盤振動に及
ぼす影響の評価においては車両長 20m，輪重 40kN程度
の一般的な通勤車両 6両編成とし，走行速度は 80km/h
とした。
　表 1に解析対象とした軌道構造の一覧を示す。軌道を
構成するレール／軌道スラブまたはスラブは梁要素で，
軌道パッド／まくらぎパッド／CAモルタル／バラスト
道床／防振材はばね要素で，まくらぎは質点で，スリッ
プバー（スラブの間に挿入する継手用鋼棒）はバー要素
でモデル化した。ここで，コイルばね防振軌道およびフ
ローティング弾直軌道については，スラブの 1ブロック
の長さを 20mとし，左右レールのスラブの下に 2締結
間隔（1250mm）で防振材を配置した（軌道 5mあたり
8個）。なお，コイルばね防振軌道の敷設実績4）より，
防振材 1個あたりのばね定数は 6.6MN/mとした。各フ
ローティング軌道の固有振動数はコイルばね防振軌道お
よびフローティング弾直軌道ともに 9.3Hzである。 
　構造物については，トンネル躯体のモデル化の有無が
加振力 Pi (t)に与える影響は些少であったことからトン
ネル躯体はモデル化していない。よって，軌道の最下層
のばね要素の下端は固定とした。また，解析に用いた減
衰定数（構造減衰）は 2%とした10）。

図1　フローティング弾直軌道の概要

図2　3次元数値解析モデルの概要
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3. 2. 3　構造物／地盤系モデル
　表 2に解析に用いた構造物／地盤系モデルの材料物
性値を示す。構造物は NATM工法により構築された一
般的な鉄道用トンネルである。トンネル躯体はシェル要
素で，地盤は薄層要素でモデル化した。ここで，地盤下
方の半無限性を模擬するために，最下層には地盤の質量
密度とせん断波速度から決まる底面粘性境界を設けた。
解析に用いた減衰定数（構造減衰）はトンネル躯体につ
いては 3%とし，地盤については過去の解析事例や実測
との整合性等を踏まえて 4%とした10）。本解析では，ト
ンネル躯体を模擬したシェル要素上に，車両／軌道／構
造物系モデルで抽出した軌道の最下層のばね要素の反力
を加振力 Pi (t)として入力し，列車走行時の地盤振動を
再現した。

3. 3　解析結果
3. 3. 1　実測との比較
　はじめに，本解析手法の妥当性を確認するため，新幹
線車両が弾性まくらぎ直結軌道上を 230km/hで走行し
た際の振動測定の結果と比較した10）。図 3にトンネル直
上の地表面における振動加速度レベルの実測結果と解析
結果の比較を示す。同図より，63Hzや 80Hzにおいて
解析値が実測値を下回る結果となったが，その他の周波
数帯では解析値は実測最小～実測最大の範囲に概ね収
まっていることが分かる。以上より，一部の周波数帯に
おける応答が解析と実測で異なるものの，軌道構造の違
いが地盤振動に与える影響を相対的に評価するには十分

なモデルと考え，本解析モデルを用いて検討を進めるこ
ととした。
3. 3. 2　各軌道構造における地盤振動の比較
　図 4に在来線車両が各軌道構造上を 80km/hで走行し
た際の，トンネル直上の地表面における地盤振動の試算
結果を示す。振動加速度レベルのオーバーオール値
（VAL）や，人の感覚補正を加えた振動レベル（VL）
で比較すると，スラブ軌道が最も大きく，バラスト軌道，
弾性まくらぎ直結軌道，コイルばね防振軌道，フローティ
ング弾直軌道の順に小さくなった。これは，スラブ軌道

表2　構造物／地盤系モデルの材料物性値

表1　解析対象とした軌道構造
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に比べて軌道の固有振動数が小さく，周辺へ伝播する振
動が低減されたためと考えられる。コイルばね防振軌道
やフローティング弾直軌道では，スラブの下の防振材に
よる軌道の支持ばね定数の低下に加えて，スラブによる
線路方向に対する軌道の曲げ剛性の向上に伴い荷重分散
効果が高まり，バラスト軌道や弾性まくらぎ直結軌道に
比べて地表面の振動加速度レベルが大きく低減したと考
えられる。さらに，フローティング弾直軌道に関しては，
弾性まくらぎ化による軌道の支持ばね定数の低下や軌道
の曲げ剛性等の影響による複合的な効果により，コイル
ばね防振軌道よりも広帯域で振動加速度レベルが低下す
る傾向が見られた。また，振動レベル（VL）を比較し
た場合，フローティング弾直軌道の方がコイルばね防振
軌道より 10dB程度低下した。

4．理論解析による波状摩耗低減効果の評価

4. 1　直結系軌道における外軌波状摩耗の発生事例
　急曲線の軌道では，軌道構造に関わらず，内軌の頭頂
面に波状摩耗が発生する事例が多いことが広く知られて
いる。一方で，曲線の外軌に波状摩耗が発生する事例は
稀であるが，これまでの調査により，幾つかの路線では
外軌のゲージコーナー部にも波状摩耗が発生している事
例が確認されている6）。具体的には，同じ急曲線区間に
おいて隣接して敷設されたコイルばね防振軌道と弾性ま
くらぎ直結軌道，あるいは PCまくらぎ直結軌道とバラ

スト軌道を比較すると，内軌ではいずれの軌道でも頭頂
面に波状摩耗が発生していたが，コイルばね防振軌道と
PCまくらぎ直結軌道では外軌のゲージコーナー部に波
状摩耗の発生が確認された（図 5）。このように，まく
らぎ下に配置したまくらぎパッドやバラストの有無が外
軌波状摩耗の発生状況に関与しており，特にまくらぎ直
下に弾性材が配置されていない直結系軌道では，外軌波
状摩耗が発生しやすいことが複数路線の現地調査の結果
から示唆されている。

4. 2　解析手法
4. 2. 1　解析条件
　レールが規則的な間隔で摩耗するには，軌道上を鉄道
車両が走行する際に，特定波長のレール凹凸の振幅を増
幅させる何らかの成長機構があると考えられる。この成
長機構を解明するため，既往の研究11）では図 6に示す
ような軌道・車両の動的相互作用を考慮した理論解析モ
デルを構築し，レールの摩耗量がレール・車輪間の接触
力に比例すると仮定して，輪重変動を解析している。そ
の結果，波状摩耗の成長要因には，①軸距間でのレール
波動の干渉，②軌道弾性支床の反共振現象，③軌道・車
両全体系の反共振現象，④車両系の反共振現象の 4種類
が存在することが示されている。
　表 3に本解析に用いる軌道の弾性支床モデルのパラ
メータを示す。軌道構造は，PCまくらぎ直結軌道（一
段弾性支床），弾性まくらぎ直結軌道（二段弾性支床），
コイルばね防振軌道（二段弾性支床）およびフローティ
ング弾直軌道（三段弾性支床）の 4種とし，弾性支床梁
としてモデル化した。ここで，弾性支承の段数はレール

図3　実測結果と解析結果の比較10)

図 4　各軌道構造における地盤振動の比較

図5　外軌波状摩耗の発生事例（コイルばね防振軌道の例）

図6　軌道・車両の相互作用を考慮した理論解析モデル
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と路盤（剛体）の間に設ける弾性材の数（片レールあた
り）である。車両は，狭軌（軌間 1067mm）を走行する
一般的な通勤形車両としてモデル化した。
4. 2. 2　レール波状摩耗の成長要因の分析方法
　図 6に示した軌道・車両の動的相互作用を考慮した理
論解析モデルを用いることで，レール・車輪間の鉛直方
向の接触力（輪重）変動を算出できる。Archardの摩耗
則により，レールが接触力に比例して摩耗すると仮定す
れば，レール上を車両が走行した際の走行後のレール凹
凸の振幅は走行前に比べて式 (1)に示す倍率となる。

κ=|1+CW H | (1)

　ここで，CWは単位輪重あたりのレール摩耗量，Hは
理論解析モデルから得られるレール凹凸の振幅に対する
接触力（輪重）変動の伝達関数である。既往の研究11) に
おいては，単位接触力あたりのレール摩耗量 CWは凹凸
の波長によらず一定と仮定しており，本論文においても
これを参考に CW =10-15m/Nとした。また，κをここで
は「凹凸振幅増幅係数」と称することとする。κは，あ
る波長の凹凸があるレール上を車両が走行した際に，
κ>1ならばその凹凸の振幅が増加し，κ<1ならば振幅が
減少することを示す関数である。この κが 1以上で極大
となる波長においてレールが規則的に摩耗し，レール波
状摩耗として成長すると考えられる。
　次に，凹凸振幅増幅係数の極大が出現する場合に，車
両の輪軸が N回走行したとすると，レール凹凸振幅は，
式 (1)より，式 (2)で表すことができる。

κN=(1+CW H)N=(1+ε)N≅1+Nε (2)

　ここで，1回の輪軸の通過によるレールの摩耗量
（CWH）は十分に小さい値として ε = CWHと置換し，
Tayler展開の 1次の項までで表現している。すなわち，

同じ条件において N回走行後で比較するならば，レー
ル波状摩耗の成長度合いは εを用いて近似的に評価でき
ると考えられる。εをここでは「レール波状摩耗成長度
合い係数」と称する。この指標が大きいほど，着目した
成長要因におけるレール波状摩耗の成長度合いは大き
く，同じ走行条件（通トン）においても，早期に波状摩
耗が成長し，顕在化するものと考えられる。

4. 3　解析結果
　図 7に各軌道構造における凹凸振幅増幅係数 κの計
算結果を示す。ここで，線形および走行速度については，
4.1節に示した過去に外軌に波状摩耗が確認された区間
を想定し，曲線半径 185m，走行速度 40km/hとした。
これより，同図の PCまくらぎ直結軌道およびコイルば
ね防振軌道は内外軌に波状摩耗が確認されたケース，弾
性まくらぎ直結軌道は内軌にのみ波状摩耗が確認された
ケースの結果となる。
　図 7より，PCまくらぎ直結軌道では空間周波数 5.9 
[1/m]付近，コイルばね防振軌道では 6.2[1/m]付近，弾
性まくらぎ直結軌道では 3.5[1/m]付近，フローティン
グ弾直軌道では 4.2[1/m]付近にそれぞれ明瞭な κの
ピークが確認できる。これらは，③軌道・車両全体系の
反共振現象によるピークであり，フローティング弾直軌
道では内軌にのみ波状摩耗が確認された弾性まくらぎ直
結軌道よりもさらに κが小さかった。 
　図 8に各軌道構造における③軌道・車両全体系の反共
振現象によるピークの空間周波数とレール波状摩耗成長
度合い係数 εの関係を示す。同図より，実際に外軌波状
摩耗が発生していた PCまくらぎ直結軌道およびコイル
ばね防振軌道では相対的に εが大きく，外軌波状摩耗が
発生していなかった弾性まくらぎ直結軌道では相対的に
εが小さいことが分かる。また，弾性まくらぎ直結軌道
と同じくまくらぎパッドが配置されているフローティン
グ弾直軌道のεは，弾性まくらぎ直結軌道と同程度で
あった。
　以上より，フローティング弾直軌道は，弾性まくらぎ

表3　軌道の弾性支床モデルのパラメータ

図7　凹凸振幅増幅係数の比較
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直結軌道と同等の波状摩耗低減効果を有すると考えられ
る。

5．構造設計および実物大軌道の製作

　前述したフローティング弾直軌道について，「鉄道構
造物等設計標準・同解説　軌道構造」12）に基づき試設計
を行った。本試設計では在来線を対象とし，軌間を
1067mm，設計軸重については電車荷重（M-17）とした。
その他，締結間隔は 625mm，軌道パッドのばね定数は
60MN/m，まくらぎパッドのばね定数は 30MN/m，スラ
ブ下の防振材のばね定数は 6.6MN/mとした。また，ス
ラブの厚さについては，目標とする軌道の固有振動数
（9.3Hz）に対して必要な軌道重量や照査の過程で判明
した鉄筋の直径と曲げ半径等を考慮し，まくらぎ下で
350mmとした。なお，コンクリートの設計基準強度は
40N/mm2，鉄筋種別は SD345とした。
　上記のとおり試設計を行ったフローティング弾直軌道
について，日野土木実験所の試験線に約 5mの延長で試
験敷設した。埋設型枠にはダクタルフォーム FM／Cタ
イプ（太平洋セメント社製）9）を用い，外寸 330×440×

35mm，内寸（凹部・内空側）280×390×10mm，厚さ
25mmとした。これより，防振材（発泡 EPDM製：250
×360×50mm, 6.6MN/m）の上部は埋設型枠の凹部に
10mm埋め込まれる構造とした（図 9）。施工にあたっ
ては，はじめに高架橋上面にコンクリートの縁切り用
シートを配置し，軌きょうの構築および埋設型枠の設置
を行った（図 10）。続いて，配筋およびコンクリートの
打込みを行い，スラブを構築した。その後，打込み後 7
日目に型枠を取り外し，スラブをジャーナルジャッキで
扛上して防振材を設置した。ここで，防振材の設置にあ
たっては，事前に防振材の上面に接着剤を塗布するとと
もに，防振材が埋設型枠下の所定の位置に配置されるよ
うに，図 11に示す設置用治具（固定側・挿入側）を用
いてスラブの側面から防振材を挿入した。その後，スラ
ブを降下させ，埋設型枠と防振材を接着させた。以上の
施工方法により，問題なく防振材を設置できることを確
認した（図 12）。

6．まとめ

　本稿では，在来線における地盤振動および波状摩耗対
策として提案したフローティング弾直軌道について，解
析的手法により地盤振動および波状摩耗の低減効果を定
量的に評価した。本解析により，フローティング弾直軌
道においては，弾性まくらぎ化による軌道の支持ばね定
数の低下や軌道の曲げ剛性等の影響による複合的な効果
により，コイルばね防振軌道よりも広帯域で地盤の振動
加速度レベルが低下することを示した。また，レール波
状摩耗の凹凸振幅増幅係数や成長度合い係数を比較する
ことにより，フローティング弾直軌道は弾性まくらぎ直
結軌道と同等の波状摩耗低減効果を有することを明らか
にした。さらに，フローティング弾直軌道の試設計を行
うとともに，試験線にて試験施工を行い，良好な施工性
を確認した。

図9　防振材の設置イメージ 図10　埋設型枠の設置

図11　防振材の設置方法

図12　施工後の状況
図8　レール波状摩耗成長度合い係数の比較
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